
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格
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店舗、事務所兼住
宅

中低層の店舗兼住宅等が
建ち並ぶ繁華な商業地域

浅草230 m

特記すべき事項はない ５．５ｍ区道 浅草駅北西方230 m

景気の緩やかな回復傾向が続くなかで、台東区商業地は都心区に隣接
し利便性も高く、需要が多いものの、供給が少ない状況である。

浅草中心部背後の既成の商業地域で、水際規制の緩和で外国人観光客
も増加するなかで、需要の強い状況が続いている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、仲見世通りに接続する、飲食店等が建ち並ぶ繁華街であり、外国人観光客の一層の増加も期待され
ている。地価水準は、さらに新型コロナウイルス感染症収束後を見据え、上昇傾向で推移すると考えられる。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

取引事例比較法においては、適切な事例が少なかったが、さらに各事例の内容を再吟味して比準価格を求めた。一方、
浅草中心部に近く、基準階の住宅の賃貸物件に対する需要も認められるが、土地価格に見合うほどには強いとはいえず
、収益性が取引の中心とはいい難い。よって、市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を比較考量して、指
定基準地等との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおりと決定した。

同一需給圏は、台東区中央部、南部の、最寄駅に近い比較的繁華性も認められる商業地域の圏域。需要者は、規模が小
さいことから、同一需給圏内に地縁性をもつ法人等が中心であるが、不動産業者等も含まれる。新型コロナウイルス感
染症の広がりで観光客が激減したが、感染防止対策が個人の自主的な判断に移行し、収束後を見据えた動きが進み、需
要は回復傾向を示している。基準地程度の規模の土地で、１～１．２億円程度が需要の中心となっている。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

台東(都) －5 23

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 5

令和 5 7 1

令和 5 7 4

台東(都)　5 － 23 東京都 区部第５ 不動産鑑定士 金丸　昭吾

金丸不動産鑑定事務所

令和 5 6 23

令和 5 7 3

台東区浅草一丁目７番１９
「浅草１－３０－１１」
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25 30 13 20 中層店舗付共同住宅地

6 13 80 ほぼ長方形
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(100,330)
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駐車場整備地区

中層店舗付共同住宅地 二方路                        +1.0
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／
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0.0

0.0
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